
東京都臨海部地域公共交通計画（案）の概要

「東京都臨海部地域公共交通網形成計画※」（平成28年6月）策定後の計画区域
内におけるまちづくりの状況変化等を踏まえ、現況・課題を再整理し、基本方針、
計画目標及び公共交通施策を再度取りまとめる。

１ 改定の背景

２ 計画の目的
都市開発の進展や東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会の開催に伴

う開発により、新たな都市機能集積が計画されている計画区域内において、都市づ
くりと整合した公共交通網を構築するために策定する。

３ 計画期間

別紙１のとおり

※地域公共交通の活性化及び再生に関する法律の改正（「持続可能な運送サービスの提供の確保
に資する取組を推進するための地域公共交通の活性化及び再生に関する法律等の一部を改正す
る法律」令和２年６月３日公布、同年11月27日施行）に伴い、計画名称を「東京都臨海部地域
公共交通計画」と改める。

４ 計画区域

平成28年度（2016年度）から令和７年度（2025年度）まで

５ 目標を達成するための公共交通に関連する施策
別紙２のとおり

６ 地域公共交通特定事業
本計画に基づき、令和３年度以降は地域公共交通特定事業として、臨海部BRT

の整備等を位置づけ、実施するための計画を策定する。

７ 計画の推進方策
東京都、関係３区（中央区、港区、江東区）、交通事業者、学識経験者等で構

成する「臨海副都心周辺地域における公共交通協議会」において、当協議会の構
成員がそれぞれの役割を果たしながら、連携・協働してその推進に努める。



８ 計画の達成状況の評価
「臨海副都心周辺地域における公共交通協議会」において、本計画に位置付け

られている公共交通施策の実施状況を確認・評価する。

９ 計画目標とその指標（詳細は別紙２参照）
目標① 計画区域内の公共交通利便性向上
指標１ 計画区域の居住地から目的地までの平均時間（加重平均）

（居住者人口あたりの平均所要時間）の短縮
指標２ 計画区域内のバス系統数の変化

目標② 公共交通へのアクセス性が低い箇所の改善
指標 公共交通機関へのアクセス性が低い箇所の居住人口割合の減少

目標③ 多様な端末交通の充実
指標１ 駅端末の機関分担率の変化
指標２ シェアサイクルポートの新設

目標④ 乗り継ぎ抵抗の低減
指標 交通結節点の新設

目標⑤ 新たなまちづくりと連携した公共交通網の形成
指標 新しいモビリティサービス等の試行的導入
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